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愛労発雇均 0620第 1号

令 和 6年 6月 20日

各団体の長 殿

育児・介護休業法及び次世代育成支援対策推進法の改正について

(周知協力依頼)

厚生労働行政の運営につきまして、平素より格別の御理解と御協力を賜り、

厚く御礼を申し上げます。

さて、令和 6年 5月 31日 に「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する

法律」 (以下、「改正法」という)が公布され、令和 7年 4月 1日 以降順次施行
されることとなりました。

今回の改正では、下記及び別添「育児・介護休業法、次世代育成支援対策推

進法改正ポイントのご案内」のとおり、男女ともに仕事と育児・介護を両立で

きるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の

拡充、育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大や次世代育成支援姑策の推進
。

強化、介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等の措置が講じ

られました。

改正項目に関する政省令等の整備は、今後、)贋次行われますが、労務管理に

大きく影響する制度等の改正が含まれることとなります。
つきましては、貴職におかれましても、改正の趣旨を御理解いただき、リー

フレントの配布や広報誌への掲載、傘下事業主への説明機会の確保等、周知に

御協力いただきますようお願いいたします。

また、改正法の概要や最新σ)情報は、厚生労働省ホームページでご確認いた

だけますとともに、お送りしたリーフレットは愛知労働局ホームページに掲載

しておりますので、御活用ください。 ヽ

1.子の年齢に応じた柔軟な働 方を実現するための措置の拡充 【育児。介護
休業法】

① 3歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場の
ニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を講じ(※ )、

労働者が選択して利用できるようにすることを義務付ける。また、当該措

置の個別の周知 。意向確認を義務付ける。

※始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、新たな休暇の付与、そ

の他働きながら子を養育しやすくするための措置のうち事業主が 2うを選

択

② 所定外労働の制限 (残業免除)の封象となる労働者の範囲を、小学校就
学前の子 (現行は3歳になるまでの子)を養育する労働者に拡大する。
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③ 子の看護休暇を子の行事参加等の場合も取得可能とし、紺象となる子の
範囲を小学校 3年生 (現行は小学校就学前)まで拡大するとともに、勤続
6月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。
④ 3歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置 (努力
義務)の内容に、テレワークを追加する。
⑤ 妊娠・出産の申出時や子が 3歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立
に関する個別の意向の聴取・配慮を事業主に義務付ける。

2 の の の

【育児 。介護休業法、次世代育成支援対策推進法】
① 育児休業の取得状況の公表義務の姑象を、常時雇用する労働者数が 300
人超 (現行 1,000人超)の事業主に拡大する。
② 次世代育成支援紺策推進法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得
状況等に係る状況把握・数値目標の設定を事業主に義務付ける。
③ 次世代育成支援姑策推進法の有効期限 (現行は令和 7年 3月 31日 まで)
を令和 17年 3月 31日 まで、10年間延長する。

3.介護離職防止のための仕事 と介謹の両立 度の強化等 【育児。介護休
業法】

① 労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支援制度等につ
いて個別の周知・意向確認を行うことを事業主に義務付ける。
② 労働者等への両立支援制度等に関する早期の情報提供や、雇用環境の整
備 (労働者への研修等)を事業主に義務付ける。
③ 介護休暇について、勤続 6月 未満の労働者を労使協定に基づき除外する
仕組みを廃止する。

④ 家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置 (努力義務)の内容に、
テレワークを追加する。       等

4.施行 日
令和 7年 4月 1日 (ただし、 2③は公布 日、 l①及び⑤は公布の日から起算
して 1年 6月 以内において政令で定める日)

○改正法の概要や最新情報はこちらから
【厚生労働省ホームページ】
httpsi//wttw再 v.mhlW 冨O._jp/stf/sё isakunitsuite/bun 0000130588。 html

○リーフレットはこちらから
【愛知労働局ホームページ】

https://isite.mhlw go..,お /aichirOudOukvoku/ 三kuJlkalgo001.html

愛知労働局 雇用環境 。均等部 指導課
電言舌:052-857-0312
担当 :横田 杉浦


